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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、金属の天然資源と再生資源の利用可能性を包括的に評価する手法を開発するこ

とで、金属資源の持続的な利用を検討する新たな枠組みの提案をおこなった。本研究によって、

持続可能な資源利用に向けた様々な方策について、その有効性を定量的に示すことが可能とな

った。また、開発した手法を用いて、主要 7 金属を対象として、2000 年時点における主要金

属の利用可能性を評価した。その結果、可採年数が同程度に短い銅、鉛、亜鉛、銀といった金

属の中では、リサイクル促進によって持続性の向上の効果が大きく得られるのは鉛であること

が明らかなった。本研究で提案した枠組みを動的に展開することで、それぞれの金属の持続的

な利用に必要となる技術開発の対象や時期を推定し、長期的な資源利用戦略を検討することが

可能である。 

 
研究成果の概要（英文）： 
We developed a novel concept for sustainability of metals that assesses the availability 
of both primary and secondary resources. Our concept can evaluate the effectiveness of 
different technologies and policies for comprehensively increasing the sustainability 
of metal use. We used the concept to evaluate the sustainability of seven major metals 
around the year 2000. We show that promoting the recycling of lead is potentially more 
effective for increasing its sustainable use than other metals having short duration times, 
such as copper, zinc and silver. The concept developed in this work provides a basic 
framework for long-term resource management that employs the right technologies and 
policies in the right place at the right time. 
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って天然資源の枯渇が懸念されるようにな
り、都市鉱山の利用が推進されている。その
ためには社会での物質のマクロなフローを
把握することが必要であり、マテリアルフロ
ー分析（Material Flow Analysis, MFA）が
米国、欧州、日本を中心に広くおこなわれて
いる。なかでも Yale University の研究グル
ープを中心とした STAF (Stocks and Flows) 
Project では、金属十数種について天然鉱山
から採掘され人工圏で使用されている金属
のフローの分析を 2003 年頃よりおこなって
きた。しかしこれらのフローはある特定の年
についてのみ静的に示されており、また都市
鉱山としての金属資源量すなわち社会で使
用中の製品に含まれている蓄積量（以下、蓄
積量）は推計されていない。蓄積量の推計に
は各フローの時間変化を考慮した動的な分
析が有効であり、国内外の研究者がそれぞれ
の国や地域レベルでの推計をおこなってい
る。その中で研究代表者らは、年間消費量の
大きい鉄鋼とアルミニウムを対象として世
界レベルでの動的MFAをおこない、長期的（～
2050 年）な利用動向を示した。 
これら既往研究では、金属の蓄積量や使用

済み製品に含まれての社会からの排出量（以
下、排出量）が時系列で推計されている。し
かし、排出量のうち実際に回収されてリサイ
クル可能な量はリサイクル技術やコストの
制約により限られているのが現状であり、む
やみな再生資源の利用の拡大は非効率的に
エネルギーやコストを消費する恐れがある。
すなわち、天然鉱山と都市鉱山の資源量や、
関連技術、資源価格の変化に応じて天然資源
と再生資源をバランスよく利用することが
長期的な資源利用においてもとめられてい
る。しかしながら、これまでは天然鉱山と都
市鉱山の利用可能性は別々の分野で分析さ
れており、両者を含めた総合的な金属資源の
持続的な利用は十分に検討されてこなかっ
た。 

 

２．研究の目的 

本研究では、都市鉱山における金属資源蓄
積量と排出量、リサイクル可能量のバランス
から都市鉱山の利用可能性を示す指標を開
発し、天然鉱山を含めた金属資源全体の利用
可能性を評価する手法を開発する。都市鉱山
での蓄積量は回収のしやすさが異なる製品
用途ごとに分類することで、技術開発による
利用可能性の拡大を評価可能であることを
示す。 
(1)都市鉱山の利用可能性を示す新指標の開
発 
 天然鉱山の利用可能性を示す指標として、
可採埋蔵量を年間生産量で除した可採年数
（耐用年数）などがある。そこで、このよう
な天然鉱山の利用可能性を示す指標との組

み合わせによる評価が可能な指標を、都市鉱
山に関して開発する。 
 
(2)開発した新指標の主要金属への適用 
 これまでのMFAの研究では各金属の蓄積量
と排出量を中心に推計がなされているが、こ
れらのデータのみから前項(1)で開発した指
標を導出できるとは限らない。そこで、新指
標の導出に必要なデータについて、必要に応
じて従来のMFAの枠組みを拡張しつつ推計す
る。そしてこれらの値を用いて、現存の都市
鉱山が有する資源ポテンシャルを示す。 
 
(3)金属資源の利用可能性の統合的評価と持
続性向上のための方策の検討 
 金属の利用可能性を、天然資源と再生資源
それぞれに関する指標から総合的に評価し、
資源確保のための技術開発や政策導入が特
に必要と考えられる金属を明らかにする。そ
して、都市鉱山からの金属資源回収の促進に
よる金属資源全体の持続性の向上を評価す
ることで、今後必要とされるリサイクル技術
や資源循環システムを示す。 

 

３．研究の方法 

  統合的評価のための指標開発では、金属
資源の利用可能性への都市鉱山の寄与を測
る指標（Latency of secondary resources 
reclamation：以下 Latency）を開発した。各
金属の天然資源の相対的な利用可能性の大
きさは利用可能量（埋蔵量）を年間生産量で
除した可採年数で示すことができる。一方で、
都市鉱山からの再生資源の利用を促進する
ことで、天然資源の生産量を低減し可採年数
を大きくすることができる。この可採年数の
最大値の、現状の可採年数に対する比を
Latency と定義することで、金属資源の利用
可能性に対する都市鉱山の寄与のポテンシ
ャルを示した。また、可採年数と Latency を
乗じることで得らえる可採年数の最大値に
よって、都市鉱山が有する資源ポテンシャル
を含めた包括的な金属資源利用可能性の評
価を可能とした。 
 このような評価の枠組みをもって、鉄、ア
ルミニウム、銅、亜鉛、鉛、ニッケル、銀の
7金属について、2000 年時点での世界レベル
での利用可能性の評価をおこなった。 
 
４．研究成果 
(1) 金属資源の利用可能性への都市鉱山の
寄与を測る指標の開発 
 本研究では、金属資源の包括的な利用可能
性を、天然資源と都市鉱山の利用可能性から
評価する概念を提唱した（図 1）。これにより、
天然鉱山および都市鉱山に存在する金属資
源の利用可能性について統合的に評価可能
となるだけでなく、金属ごとにどのような対



 

 

策がその持続的な利用に有効であるかを判
断可能である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 金属資源の利用可能性評価の概念 

 
 世界レベルでの金属資源の持続可能性を
考えるとき、鉱物資源の可採埋蔵量を年間の
一次生産量で除した可採年数が目安として
考えられてきた。この可採年数は、リサイク
ルの促進によって現状活用できていない都
市鉱山のポテンシャルを活かすことで大き
くすることができる。そこで、使用済み製品
からの金属回収が最大限行われた場合（すな
わちリサイクル率＝1）の可採年数を限界可
採年数、可採年数に対する限界可採年数の比
を Latency として定義した。これにより、図
1 の横軸を可採年数、縦軸を Latency で表す
ことで、金属資源の利用可能性を検討するこ
とを可能とした。限界可採年数や Latency と
いった指標は、式(1)-(3)のように表される。 
 
可採年数＝R/P＝R/(C-rD)            (1) 
限界可採年数＝R/(C-D)              (2) 
Latency ＝ 限界可採年数/可採年数 
    ＝(C-rD)/(C-D)             (3) 
 
式(1)-(3)において、Rは可採埋蔵量、Pは年
間一次生産量、Cは消費量（需要量）、Dは使
用済み製品に含まれている金属の廃棄量、r
は現状のリサイクル率である。式(3)から、
Latency の大きい、すなわちリサイクルの促
進が持続性の向上に大きく寄与する金属は、
廃棄量が大きく、また現状のリサイクル率が
低い金属である。Latency が小さい金属につ
いては、リサイクル率を向上させても、天然
資源消費の削減効果は小さい。このような金
属については、リサイクルの促進といったラ
イフサイクルの静脈側での対策よりも、素材
代替や加工歩留の向上といった動脈側での
対策が必要となる。 
 このように、都市鉱山の利用可能性を表す
指標である Latency を用いることで、図 1に
示されるような金属資源の利用可能性の記
述が可能となり、持続性の向上に向けて有効
な方策を示すことが可能となった。また、可
採年数の比較が都市鉱山の利用ポテンシャ

ルを考慮しない持続可能性を示しているの
に対し、限界可採年数を用いることで都市鉱
山が有するポテンシャルを考慮した持続可
能性の比較が可能となった。 
  
(2)主要 7 金属を対象とした利用可能性の評
価 
 (1)で開発した手法に基づいて、2000 年時
点における世界レベルでの利用可能性を、鉄、
アルミニウム、銅、鉛、亜鉛、ニッケル、銀
を対象として評価した。その結果、可採年数
が 20 年前後である銅、鉛、亜鉛、銀の中で
も、鉛についてその Latency が大きく評価さ
れた。鉛は主にバッテリーに使用されており、
その使用年数は 4 年程度と短い。そのため、
近年の消費量の増加に廃棄量の増加も追随
しており、これらのリサイクルをおこなうこ
とで天然資源消費を大きく削減できる。一方
で亜鉛は使用年数が 10 年程度の自動車や数
十年の建築物に多く使用されており、これら
の大部分は未だ使用済み製品として発生し
ていない。したがって、亜鉛のリサイクル率
は 15％と低いものの、2000 年の時点ではリ
サイクル率の向上は天然資源消費の削減に
大きく寄与しない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 主要金属の利用可能性評価（2000 年） 
 
 
 図 2 に示されている各金属の可採年数、
Latency、そして限界可採年数を表１に示す。
鉛の限界可採年数は銅、亜鉛、銀に比べ 10
年以上長く推計されており、都市鉱山ポテン
シャルを考慮することで、金属資源の利用可
能性は従来の可採年数とは異なる傾向を示
した。 



 

 

表１ 可採年数、Latency、限界可採年数の
比較 
 

 可採年数 
（年） 

Latency 
限界可採
年数（年） 

Fe 102 1.14 117 
Al 132 1.18 156 
Cu 23 1.47 33 
Zn 19 1.49 29 
Pn 18 2.34 43 
Ni 37 1.52 56 

Ag 14 1.42 20 
 
 
 Latency および限界可採年数は、都市鉱山
が有する資源ポテンシャルの最大値を反映
している。しかし一方で、リサイクルに関す
る技術開発やシステム整備の未熟さ、コスト
の制約などから、都市鉱山のポテンシャルを
すべて活かすことは現実には困難である。リ
サイクルのしやすさは金属によって異なり、
鉄鋼やアルミニウムといったベースメタル
に比べるとニッケルや亜鉛といった合金元
素、メッキ材の回収は難しい。また、それぞ
れの国における技術力やリサイクルコスト
などに依存するところも大きい。そこで、現
状において実現しうる持続性の向上余地の
推計をおこなった。各金属のそれぞれの国に
おけるリサイクル率を計算し、その中で最も
高いリサイクル率の水準まで世界全体が都
市鉱山利用を進めた場合の可採年数を算出
した（図 3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 リサイクル率による可採年数の違い 
 
 
 銅や鉛については、活用されていない都市
鉱山中の資源の大部分は、現存する優れたリ
サイクル技術およびシステムを普及するこ
とで利用可能となり、可採年数の増大に貢献
する。一方で亜鉛は、現在の技術ではメッキ
として使用されている亜鉛の犠牲散逸や電
炉でのダストとしてのロスを十分に回収す
ることができない。したがって、都市鉱山の
ポテンシャルを活かすうえでは新たな技術

開発が必要となる。 
 
(3)評価手法の応用と展開に関する検討 
 本研究では、天然鉱山と都市鉱山に存在す
る金属資源の利用可能性を評価することで、
各金属の持続的な利用に向けた有効な方策
の提案を可能とした。また、開発した評価手
法を用いて、主要金属を対象として世界レベ
ルでの評価を実施した。持続的な金属資源の
利用は世界全体で取り組むべき課題である
一方で、天然資源へのアクセスのしやすさや
都市鉱山の規模は国ごとに異なっており、各
国で資源利用戦略が検討されている。本研究
で開発した手法は、国レベルの解析に適用す
ることで、それぞれの国での持続的な資源利
用に対して示唆を与えるものである。 
 また、金属消費量や廃棄量の長期的な変化
については、動的な物質フロー分析による推
計が数多く行われている。これらの分析との
融合によって本研究で提案した枠組みを動
的に展開することで、それぞれの金属の持続
的な利用に必要となる技術開発の対象や時
期を推定し、長期的な資源利用戦略を検討す
ることが可能である。 
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